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§1．東京国道における共同溝整備の概要

　東京国道事務所(以下､｢東京国道｣)は､東京都区部の一般国道 10 路線､延長 161 ㎞の維

持･管理･整備を担当している｡管理国道内には､私達の生活に不可欠な電話･電気･ガス･上下

水道等延べ約 5,600 ㎞のライフラインが収容されている｡共同溝とは､道路環境の保全､災害時の

ライフラインの信頼性向上､将来需要への対応等を整備目的とし､道路の地下空間を利用し､これ

らのライフラインのうち主要な幹線をまとめて収容する施設である(図-1)｡

　2003(平成 15)年末現在､東京国道管理区間 161㎞のうち約 7割にあたる 106㎞で共同溝の

整備が完了して

いる(図-2)｡現在

では､共同溝を環

状方向に連結す

る他､河川分断

部や都心部での

整備も促進し､共

同溝の相互連結

によるネットワーク

化を進めている｡

§2．東京ジオサイトプロジェクト 1 の実施

　2003(平成 15)年は､道路構造の保全と円滑な交通を図ることを目的とし､共同溝整備を本格

的に推進していくきっかけとなった､｢共同溝の整備等に関する特別措置法｣が 1963(昭和 38)年に

制定され､ちょうど 40年目にあたる年であった｡東京国道では､これを記念し､社会資本としての共同

溝が､日常生活に密着した重要なインフラであることを広く一般市民の方々に知ってもらおうという目

的で､PR プロジェクトの開催を企画した｡

　プロジェクトの企画にあたり､プロポーザル方式により複数の業者から提案を募り､工事現場で博物

館を開くという提案を採択した｡実際の運営にあたっては､この案をよりブラッシュアップするため､ブレー

ンストーミングを行い､関係者以外の方々からの既成概念にとらわれないアイデアを広く集めることとし

た｡この中では､コンサートなど文化的なイベントを実施する等実に様々な提案が挙がったが､今まで

共同溝については､｢土木技術を駆使し､いかに安全に整備･管理するか｣という機能面でのみ捉え

ていた我々関係者は､｢地下空間は面白い!｣という人々のアイデアに新鮮な感動を覚えた｡

　その後､この地下空間の写真を見て関心を持って頂いた能楽師で宝生流 19世宗家の宝生英照

氏から演出の協力を申し出て頂いたことで､工事現場で狂言を開催するという計画が現実化するこ

ととなった｡｢地下にあり存在を意識されない共同溝工事現場そのものをコミュニケーションとアカウンタ

ビリィティ(説明責任)の実験場として活用し､その存在と役割に誰もが関心と興味を持つようなプロジ

　[共同溝事業広報の実験プロジェクト]



写真 -1東京ジオサイト
プロジェクトが実施された虎ノ門交差点

写真 -2 ｢フェンスラップ計画｣(11/3(月 )～実施 )

ェクトを実施する｡｣ことを趣旨に､共同溝の工事現場を 3日間だけ文化的な目的で使うことに挑戦

する実験的プロジェクト｢東京ジオサイトプロジェクト｣を開催することとした｡実施概要は下表(表-1)の

とおりである｡

　会場は､霞ヶ関官庁街の一角､一般国道 1号 (桜田通り)

と外堀通りが交差し 1日約 8万台の交通量がある虎ノ門交

差点の地下､日比谷･麻布共同溝の虎ノ門立坑である｡

　ここは､交差点直下に面積約 1,200㎡､深さ約 10mの五角

形の路下ヤード､更にその下に直径約 20m深さ約 40m(地下

10階相当)の円筒状の立坑からなる地底空間で､ヘルメットを

着用し､工事用エレベーターや階段を使わないと辿り着けな

い｡通常の現場見学会では､少人数のグループで見学する

が､狂言を鑑賞するためには 150人が同時に現場に入ること

になる｡そのため事前準備にあたっての最留意点は､徹底し

た安全管理であった｡これについては､東京国道･コンサルタン

ト･JV(施工業者)が連携し､警察や消防と相談をしながら､

綿密な安全管理計画を策定した｡

　また能舞台や楽屋の設置などの運営計画については､工事現場の特徴を生かしながら､かつ狂言

の実演に支障の無いよう､宝生氏の指導を受け細心の注意を払い進めた｡一方､外部への告知と

｢地底能楽堂計画｣の参加者の募集は､テレビ･新聞･雑誌等マスコミヘの記者発表と公式ウェブサ

イト(URL http://geo-site.jp/)を立ち上げて行った｡公式サイトの公開直後から関心は高く､開催

直前迄の総ヒット数は延べ約 58万件にのぼった｡

　開催 3日間を通して約 1,000名が実際に共同溝の現場を訪れた｡11月 18日(火)(土木の日)

に実施した｢地底能楽堂計画｣(写真-3)では特別招待者募集に 12倍の約 1,200件の応募があ

り､その中から抽選で当選した 100名は､らせん階段と工事用エレベータを使い地底 40m に設けら

れた地底能舞台前の特設席に着席､司会者の荒俣宏氏(博物学者)と宝生英照氏､野村萬斎

氏(狂言師)によるトークショーに続き､野村萬斎氏らによる狂言｢磁石｣が上演され､ふだん体験出

来ない異空間での｢幽玄の美｣を堪能した｡

　翌 11月 19日(水)と 20日(木)は､「地底博物館計画」､｢やすらぎトンネル計画｣(写真-4)として

一般公開した｡非常に熱心に見学された方が多く､関心の高さに驚かされた｡また女性グループの見

学者が多かったことも特徴的であった｡この模様は､ニュースあるいは特集として当日や翌日のテレビや

開催期間 2003(平成 15)年 11 月 18 日(火)(土木の日)から 11月 20 日(木)までの 3 日間
開催場所 東京都港区虎ノ門 1 丁目 虎ノ門交差点地下　麻布･日比谷共同溝虎ノ門立坑

内容 実験テーマ

①巨大な縦穴を能楽堂にしてみ
る「地底能楽堂計画」

巨大な共同溝の縦穴を能楽堂に見立て､地底 40m にこれまで誰も見たことの
ない地底の幽玄の世界をつくり出す実験｡その特殊なコンクリート空間の文化
的可能性を追求する｡

②交差点の下を博物館にしてみ
る「地底博物館計画」

交差点の地下 10ｍに広がる約 1,200㎡の地底の作業ヤードを博物館のギャ
ラリーに見立てる計画｡むき出しの土と鉄骨の空間でインフラの作られ方を知る｡

③地底のトンネルを癒しの空間に
してみる｢やすらぎトンネル計画｣

立坑からのびる麻布共同溝トンネル部を癒しのゾーンとして開放する計画｡虎ノ
門立坑から｢やすらぎのキャンドルゾーン｣150m を徒歩で往復できる｡

開

催

内

容 ④工事現場の塀をメディアにして
みる｢フェンスラップ計画｣

工事現場のフェンスはメディアになるか？当たり前のようにそこに立っている工事
現場をしきる塀に意志をもたせたら街の風景はどう見えはじめるか｡

門

表-1 東京ジオサイトプロジェクト 1 実施概要



写真 -4 ｢地底博物館計画｣｢やすらぎト
ンネル計画｣(11/19(水 )～20(木 )実施 )

写真 -3　｢地底能楽堂計画｣(11/18(火)(土木の日)実施 )

④ややがっかりした
0.8%

②やや発見があっ
た･やや感動した
26.0%

①新しい発見が
あった･予想以上
に感動した
63.3%

③.予想通りだった
9.9%

⑤つまらなかった
0.0%

図-3 来場者アンケート結果｢共同溝の中に入ってみての
印象はいかがでしたか｣ (N=354 件 )

①大変関心があ
る
42.3%

②関心がある
45.7%

④あまり関心はな
い
0.6%③どちらとも言えな

い
11.4%

⑤全然関心はな
い
0.0%

図-4 来場者アンケート結果｢共同溝など社会資本整備
に関する情報発信について｣ (N=324 件 )

新聞をはじめ､雑誌等で幅広くとりあげられ､共同溝の存

在意義を大いに示すことができた｡

　また期間中､プロジェクトの印象･共同溝認知度･今後

の広報に対する要望などについて､会場内で来場者アン

ケート調査を実施した｡アンケート結果のうち､このプロジェ

クトを知った理由には｢知人を通じて｣が 1/3と最も多く､口

コミ効果がうかがえる興味深い結果であった｡共同溝認知

度については､｢聞いたことがある｣を含めると約 6割が認知

していることが分かった｡実際に共同溝の工事現場を訪れ

た感想については､約 9割が｢新しい発見があった､感動し

た｣と答えており(図-3)､｢自分たちの毎日の生活が､このよ

うな形で守られていることを知った｡｣､｢都心の地下という

異空間で伝統芸能を見せるという試み､そのセンスに脱帽

です｡自分たちの納めた税金がこういう所でこのように使わ

れているということを現実に目の当たりにでき､とても意義

深い｡理想的な｢国と納税者の相互理解」の場である。｣などの意見が述べられていた｡また公式サイ

トには､プロジェクト終了後も意見などが多く寄せられ､アクセスが継続した｡

§3．東京ジオサイトプロジェクト 2 の実施

　日比谷共同溝事業では､今年 5月工程上の山場であるシールド掘進を開始した｡そこでこのシー

ルド発進のタイミングを､都市再生及び社会資本整備の有効なアカウンタビリティ機会とするため､広

報計画を立案した｡実施に当たっては､公式サイト等に寄せられた意見を十分活かし､従来事業関

係者だけのものであった発進式を､一般市民にも興味深く見られるよう安全に公開し､事業への関

心と土木技術者への共感を広める機会として､東京ジオサイトプロジェクト第 2弾を実施した｡外部

への告知と｢発進式目撃計画｣の参加者の募集は､前回同様､記者発表と公式ウェブサイトで行っ

た｡実施概要は下表(表-2)のとおりである｡

　4月 23日(金)午前の｢発進式目撃計画｣(写真-5)には､20倍を超える一般からの応募があり､こ



写真-5 ｢発進式目撃計画｣(4/23(金 )実施 )

写真 -6 ｢沈黙のシールドマシン展｣(4/23(金)～24(土)実施 )

の中から抽選で当選した 30組 60名と来賓､関係者を招待し実施された｡午後と 24日(土)は､｢沈

黙のシールドマシン展｣(写真-6) として地底を切り開くトンネル掘削ロボット｢シールドマシン｣の全貌

を公開し､工事現場を巨大構造物と地底の技術を知る体感ミュージアムに見立て一般公開した｡

　開催 2日間で約 1,800名が現場を

訪れ､一時入場待ち最高 3時間とな

るほどであった｡この模様もテレビや新聞､

雑誌等で幅広くとりあげられた｡

　公式サイトへのアクセスは､第 2弾のリニューアル(3月 2日)直後から非常に関心が高く､開催期間

直前には最大約 80万件/日のヒットがあった｡開催終了後も継続的なアクセスがあり､平成 16年 8

月末時点での累計総ヒット数は約 850万件となっている(図-5)｡

§4．今後に向けて

　来場者アンケート結果やマスメディアからの反応の分析､またこの経験を､今後共同溝等の都市イ

ンフラ整備をはじめとする､公共施設･社会資本整備の説明責任､情報発信や合意形成の方法の

検討に役立てていきたいと考えている｡社会資本整備におけるアカウンタビリティ(説明責任)は､まず

社会資本について正しい情報を知ってもらい､国民と行政との信頼関係を構築することから始まるの

ではないかと考えている｡

　また､この実験的プロジェクトの当初の目的である､｢共同溝工事現場そのものをコミュニケーションと

アカウンタビリティ(説明責任)の実験場として活用し､その存在と役割に誰もが関心と興味を持つよう

なプロジェクト｣としての効果は､一定の成果を収めることができ､また我々プロジェクト主催者だけでな

く､当日場内説明等で協力して頂いた共同溝工事にかかわる JV(施工業者)の人々の､仕事への

自信と誇りをもたらすことになったことと確信している｡

　これからも､さまざまな機会を捉えて､社会資本整備についての説明責任､情報発信や合意形成

の一つの形として､このような､一般市民が直接触れて､正しい情報を知ることのできるコミュニケーショ

ンの場を積極的に提供していきたいと考えている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

開催期間 2004(平成 16)年 4 月 23 日(金)から 4月 24 日(土)の 2日間
開催場所 東京都港区虎ノ門 1 丁目 虎ノ門交差点地下　麻布･日比谷共同溝虎ノ門立坑

内容 実験テーマ
①発進式目撃計画 シールドマシンの始動は強大な土圧との闘いの始まり､エンジニアたちの願いが込

められるその瞬間を目撃する｡
1.第 1 展示室
-ファクトリーゾーン-

動き出したら進入禁止､謎の巨大装置の内部に潜入できる特別見学ルートを
設定｡土木の概念を超越した驚異のシステムを探索する｡

2.第 2 展示室
-発進ドームゾーン-

地底 40m に静止し掘進開始の時をじっと待つシールドマシン掘削部を目の当た
りにする｡人目に触れたことのない切羽部やマシン内部構造をのぞき見る｡

開

催

内

容

②沈
黙の
シール
ドマシ
ン展 3.トンネルギャラリー
計画

都市の変貌を見つめるカメラマン内山英明氏の地底写真 50数点を共同溝トン
ネル内部に展示｡虎ノ門の地下 30m に全長 60mの写真ギャラリーが出現する｡

表-2 東京ジオサイトプロジェクト 2 実施概要

図-5 東京ジオサイト公式ウェブサイトへのアクセス
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女性によるみちづくり－「公共事業」のあるべき姿の模索－ 
 

 大阪国道事務所 管理第二課  松本 沙矢花   

 

１．はじめに 

 公共事業は、これまで社会資本の絶対量の不足から「つくる」側の論理が優先

されてきた。しかし、ある程度整備が進んできた現在では、ストックを有効に活

用し生活者の視点に立った、すなわち「つかう」側の論理で公共事業を考えてい

く必要がある。また、道路に関して言うと、自動車中心の道づくりが進められて

きた結果、生活者や交通弱者への配慮が足りない部分があるのも事実である。 

 これらを踏まえ、大阪国道事務所では、生活者の視点を代表する“女性”の意

見や感性を公共事業に取り入れ、住民との連携・協働を深めていくと同時に道路

利用者マナー向上の対策として生活と密着した「母親教育」を行おうとの発想か

ら、「女性によるみちづくり」ワークショップを設立した。 

 

２．「女性によるみちづくり」ワークショップ 

２．１ ワークショップ概要 

ワークショップの設立時に道路事業へ女性の視点を反映する手順・手法の検討

をするために一般参加者の意見を収集した。その結果、「事務所が何をしているの

か分からない」という意見が多かったことから、平成１５年度のテーマは「女性

による一般の人にわかりやすいパンフレットづくり」とし、平成１５年３月の設

立以降、ワークショップや現場見学など計７回開催した。 

○一般女性を公募（約３０名が登録） 

○ワークショップの運営は若手女性職員が担当 

○地域づくりの学識経験者をアドバイザーに起用 

                                          

 

一般女性の年齢別人数（人）

４０代
16%

３０代
21%

５０代
29%

６０代
21%

２０代
13%

ワークショップ一般参加者の特徴 



 第４回 現場見学会

第２回 目的・役割の確認 

大阪国道事務所の事業説明と事業概要

についての意見収集（Ｈ１５．６．２４） 

第３回 パンフレットの内容を考える

女性係員によるプレゼン。テーマは環境、 

バリアフリー、みちづくり。各班でテーマ 

についての意見交換。（Ｈ１５．９．１） 

第４回 現場見学会 
○御堂筋見学○共同溝○近畿技術事務所バリ

アフリー体験コース（Ｈ１５．１０．３） 

第１回 ワークショップの設立 
行政機関発行のパンフレット類につい

て意見収集（Ｈ１５，３．２８） 

第７回 最終ワークショップ 

仮刷りパンフレットで、最後の微調整を 

みんなで行いました！（Ｈ１６．３．１９） 

第５回 パンフレットの内容を考える！！ 

内容の絞込みを行う（Ｈ１５．１２．２） 

 第６回 最終チェック 
紙面の構成・編集をおこなう。パンフレット

作成の最終段階！（Ｈ１６．２．３） 

第６回 ワークショップ 

２．２ ワークショップの流れ 

第１回目、第２回目の意見交換により、

道路事業について分かりやすいパンフレ

ットをつくるには、生活に密接した内容

で取っ付き易いテーマに分けて、話し合

うほうが良いという意見から、第３回以

降は①環境②バリアフリー③御堂筋の３

班に分かれ、意見交換、パンフレットづ

くりを進めていった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．３ワークショップ所内周知活動 

 毎回ワークショップを開催した後

に所内向けにワークショップ通信を 

発信し所内全体への周知に努めた。 

 

 大 阪 日 日 新 聞

H16.4.11（日）朝刊ワークショップ通信 



２．４ パンフレットの作成について 

  ワークショップでそれぞれのテーマについて意見交換し、その意見の傾向から

編集の切り口を導き、具体的な構成へと入っていった。こうして７回のワークシ

ョップの末、パンフレットが完成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．５ パンフレットの配布 

完成したパンフレットは、公共施設や女性が良く集

まる場所など参加者から提案・紹介のあった施設にて

配布することとした。 

○ 参加者の職場、参加者の子供が通う学校 

○ 地下鉄、女性専用病院、百貨店 

○ 自治体の情報コーナー、図書館、道の駅等 

●環境編 ●バリアフリー編 ●御堂筋編 

意見の傾向 
・ 事務所の事業以外の自然

に対する環境への取り組

みへの要望が多い。 

・ 事業そのものを知らない。 

・ 用語や説明が専門的で難

しいものが多い。 

意見の傾向 

・ テーマが身近で、実体験

からくる○○して欲しいと

いう要望が多い。 

・ 事業は必要 

・ バリアフリーに関する情報

がほしい。 

意見の傾向 
・ 御堂筋の広報を活発に 

という意見が目立つ。 

・ 事業への関心は薄い。 

・ 問合せ先がわからない。 

・ イベントには関心がある

が、知られていない。 

編集の切り口 
日常のちょっとした環境の問題

が地球環境問題の原因につな

がっていることを紹介 

編集の切り口 
実体験から各種問題を紹介し、

興味・関心を高める 

編集の切り口 
幅広い層に支持される御堂筋

の魅力を取上げることで、関心

を高める 

※３月１９日にワークショップを行った

「大阪府立総合センター」にも贈呈 

具体的構成 
・ くらしの困ったを解決 

（騒音・振動・空気汚染等） 

・ 知っとコーナー（豆知識）等 

具体的構成 
・ バリアに対する実体験を 

イラストで表現 

・ 歩きやすい道ってどんな道等

具体的構成 
・ 御堂筋の写真 

（フォトコンテスト写真を引用）

・ 御堂筋の楽しみ方の提案等

御堂筋編 完成したパンフレット 



〈パンフレット作成における工夫〉 

《全体》 

 幅広い年代に見やすくするため、サイズは

A4 サイズ・カラーとした。 

 問い合わせの窓口を明記した。 

 表紙は、思わず手に取りたくなるような、柔

らかいタッチのイラストとした。 

 パンフレットをラックに入れたときにもタイト

ルが見えるようにした。 

 全体的に、イラストや写真を多く盛り込ん

だ。 

 なるべく難しい用語、専門用語は避け、わ

かりやすい表現にした。 

《御堂筋編》 

 御堂筋に行ってみたくなるような“美しい”

写真を採用し、撮影場所を掲載した。 

 参加者のお薦めスポットを掲載した。等 

《バリアフリー編》 

 生活の中で、そのときは気になるが、普段

はあまり気にかけていないちょっとしたバリ

アを例示し、バリアフリー問題に興味を持

つようにした。 

 バリアフリー度のチェック表をつけた。等 

《環境編》 

 環境問題が身近な問題であることをわかり

やすく紹介した。 

 私たちにできる「地球を守る大作戦」を記載

した。 

 騒音レベルの“うるささ”が分かるように身

近な音の騒音レベルを記載した。等 

３．平成１５年度ワークショップの取り組みによる効果 

○ 一般参加女性の道路行政への理解が深まるとともに、参加者による口コミ

で道路事業者の取り組みが紹介され、相乗的な広報効果があった。 

○ 作成されたパンフレットは女性らしい工夫がされ、わかりやすいと好評で

あった。 

４．最後に 

   平成１５年度の「女性によるみち

づくり」ワークショップでは、パン

フレット作成という目標は達成でき

たが、一般の方が知りたい情報、道

路管理者が伝えたい情報をすべて網

羅しているわけではない。今後とも

知りたい情報を適切に伝えていくと

同時に伝えたい情報を理解してもら

うための工夫が必要である。 

   平成１６年度は平成１５年度と同

様に約３０名程度の女性を一般公募

し、様々な道路の現場に出向いて、

女性の視点での現場の評価を情報誌として取りまとめ、広く配布することで一

般市民の道路への関心が高まることを期待している。  

環境編 

バリアフリー編 



地域と連携した河川管理体制のあり方 

 

                   熊本河川国道事務所 白川出張所 亀園 隆 

１ はじめに 

昨今、公共事業予算が大幅に削減され、工事のみによる地元への貢献が厳しくなる中、

維持管理の質を落とすことなく地域のニーズに対応していくことが求められている等、工

事の時代から管理の時代へと移行しつつある。これからの良好な河川管理体制を構築する

ためには、従来の官主導の管理体制から住民と連携・協働した新たな管理体制の構築が急

務と考える。九州管内では河川をフィールドとする住民団体等の活動が大変盛んであり、

この様な住民団体の方々と連携・協働することが最良の体制づくりと考える。本文では、

新たな河川管理体制の提言として、その具体的な地域連携事例を含めたアクションプラン

を作成したので報告するものである。 

２ 現状の課題と対応策 

２．１ 今後の河川管理体制について（出張所長アンケート結果より） 

新たな河川管理体制の構築を行うには、河川管理者並びに住民団体がともに抱えている

課題を整理・分析する必要がある。今回実施したアンケート調査では【理想とすべき今後

の河川管理体制のあるべき姿】について、平常時の河川管理に関する９項目を対象に河川

関係４６の出張所長にアンケート調査を実施し、河川関係３５の出張所長（回収率約８割）

の回答を得た。特徴的なものとして、【治水施設の安全点検】などの技術的専門分野に対

しては、河川管理者が主導すべきとの意見があったが、残りの８項目では河川管理者と住

民が連携もしくは、住民側が主導すべきとの意見が９割にのぼった。

河川の管理体制のあるべき姿

0% 20% 40% 60% 80% 100%

河川敷の除草・草刈り

ゴミ不法投棄の抑止

清掃活動（ごみ拾い）

高水敷等の利用・管理

安全利用の指導・啓発

不適切な利用の抑止

親水施設の安全点検

治水施設の安全点検

情報の発信と収集

河川管理者が主導
すべき

河川管理者と住民
が連携

住民側が主導すべ
き

 

このように、今後は河川管理者と住民が連携して河川管理を実施すべきとの多数の意見

がある中、具体的にどのような課題があるかについても意見集約した。結果は、大まかに

分類して次の５点であった。 

① 除草に対する強い要望 ②ゴミの不法投棄問題 ③事故発生時の行政側の責任追及 

④不適切な利用に対する苦情 ⑤行政に対する不信感 



これに対し、課題の発生要因としては次の３点と考える。 

① 河川管理者主導で独自に整備・管理してきた 

② 官民の情報交換が円滑に出来ていない 

③ 住民側のニーズを把握し、これに応え切れていない 

２．２ 住民サイドの意見（住民団体アンケート結果より） 

住民側の意見を把握するため、九州２０河川で活動する住民団体の活動者（３７団体 

５９名）からアンケート調査を実施した（複数選択可）。 

 
川 をとりまく環 境 （自 然 環 境 ・利 用 環 境 ・社 会 環 境 ）を  
良 くしていくために重 要 なことは 何 か  

0  10  2 0  3 0  40  5 0  6 0  

子どもたちが川 遊 びを通 じて自 然を学ぶこと  
流 域 における住 民 団 体 等 が 相 互 に交 流 し 
連 携 していくこと 

地 域 住 民 が 川 の 環 境 維 持 活 動 に参 加 すること 

より多 くの人 たちが 川を利 用 ・活用 すること  

行 政 が住 民 団 体 等 の 活 動を支 援していくこと 

川 に関 心 を持 つ人 たちを増 やしていくこと 

地 域 住 民 と行 政 の連 携をしっかりと作 ること 

環 境 に配 慮 した河 川 整 備 を進 めていくこと  
み ん な で川 や 地 域 の 情 報を共 有 していくこと  

行 政 と地 域 住 民 そ れ ぞ れ が 良 い人 材 を 
作 っていくこと 

行 政 と地 域 住 民 との 信 頼 関 係を作 っていくこと 

地 元 市 町 村 の 意 識 改 革  

行 政 同 士 の 横 の 連 携をしっかりと作 ること 

県 （河 川 管 理 者 ）の 意 識 改 革  

国 土 交 通 省 （河 川 管 理 者）の 意 識 改 革  

川 を利 用しやすいように 規 制 を緩 和 すること 

行 政 主 導 か ら住 民 主 導 へ 転 換 すること  
行 政 が 環 境 維 持の た め の 取 り締 まりを  
厳 しくすること  

その他  

九 州  白 川  

① 環 境 学 習  
② 流 域 連 携  
③ 住 民 参 加 （美 化 活 動 ） 
④ 利 用 活 用  
⑤ 住 民 活 動 支 援  
⑥ 関 心 層 拡 大  
⑦ 官 民 連 携  
⑧ 環 境 整 備 （自 然 再 生 ） 

 

 

国土交通省に求められるものは何か 

0  10 20 30 40 50 60 

地域住民の活動をしっかりと支援していくこと 

地域の意見を取り入れ、現場主義で仕事を進めていくこと 

地域の活動に積極的に参加していくこと 

住民側に情報を開示し提供していくこと 

住民側との日常的な交流を持続していくこと 

住民と対話できる国交省の職員（人材）を育成すること 

活動交流するための情報室などの拠点を整備していくこと 

国としてリーダーシップを発揮していくこと 

その他  九州 白川 

①住民活動の支援 
②現場主義の仕事 
③地域活動への参加 
④情報の開示・提供 
⑤日常的な交流 

         



３ 今後の展開 

出張所長及び住民団体のアンケート結果をもとに、住民と連携・協働した新たな河川管

理体制を構築するため、下記の目標・方針・展開を掲げアクションプランを提言する。 

  ３．１ ねらい・目標（４層の目標） 

川のことを考えてくれる人々を増やしていくこと川のことを考えてくれる人々を増やしていくこと

河川管理者と地域及び住民の信頼関係を構築すること河川管理者と地域及び住民の信頼関係を構築すること

持続可能で成熟した河川管理の体制を構築すること持続可能で成熟した河川管理の体制を構築すること

良好な河川環境を保全・再生・創出し、次世代に継承すること良好な河川環境を保全・再生・創出し、次世代に継承すること

川のことを考えてくれる人々を増やしていくこと川のことを考えてくれる人々を増やしていくこと

河川管理者と地域及び住民の信頼関係を構築すること河川管理者と地域及び住民の信頼関係を構築すること

持続可能で成熟した河川管理の体制を構築すること持続可能で成熟した河川管理の体制を構築すること

良好な河川環境を保全・再生・創出し、次世代に継承すること良好な河川環境を保全・再生・創出し、次世代に継承すること
 

  ３．２ 方針・展開（５つの骨格） 

① 住民相互及び官民の連携・協働ができるような体制をつくる。（連携協働） 

② 川や環境のことを多くの人々に知ってもらう。（環境教育、利用活用） 

③ 河川管理者と住民サイドが円滑に情報交換できるようにする。（情報共有） 

④ 住民側が出来ることは、出来る限り住民側に委ねていく。（住民参加） 

⑤ 住民と連携・協働できる河川管理者側の人材を育成していく。（人材育成） 

４ アクションプラン 

 ４．１ 地域との懇談会等の定常化 

川の連携会議（懇談会）

住民団体、ＮＰＯ、自治会 、民間団体（青年会議所等）
自治体（県、市町村）、出張所など

構 　成

１）事務局は出張所に置く。

２）年間 ４～１２回程度、情報交換を行う。

３）協働 で情報誌発行 なども進めていく。

取り組み例（懇談会）

川の連携会議（懇談会）

住民団体、ＮＰＯ、自治会 、民間団体（青年会議所等）
自治体（県、市町村）、出張所など

構 　成

１）事務局は出張所に置く。

２）年間 ４～１２回程度、情報交換を行う。

３）協働 で情報誌発行 なども進めていく。

取り組み例（懇談会）

 
４．２ 地域参加による環境維持活動の実施 

川の里親協定

自治会、住民団体、
学校、企業など

河川管理者 自治体（市町村）

１）機材の貸 与、提供

２）アダプトサイン設 置

３）各種情報の提供

１）機材の貸与、提供

２）傷害保険の加入

３）ゴミの回収処理

１）美化活動の実施

２）地域情報 を河川管理者へ伝達

取り組み例（アダプト）

川の里親協定

自治会、住民団体、
学校、企業など

河川管理者 自治体（市町村）

１）機材の貸 与、提供

２）アダプトサイン設 置

３）各種情報の提供

１）機材の貸与、提供

２）傷害保険の加入

３）ゴミの回収処理

１）美化活動の実施

２）地域情報 を河川管理者へ伝達

取り組み例（アダプト）

 

自治会等

１）設立定款に示された目的及び事業が
河川行政に関係している法人に限る。
２）アダプトプログラム（ボランティア対応）
を締結した区域に限って委託する。
３）可能な限り、リサイクルを進める。

１）アダプトプログラム（ボランティア対応）を締結した区域に限って委託する。
２）自治体の行政区域全体ではなくても、調整がなされた地区から段階的に
進めていく。
３）飼料や堆肥へのリサイクルを進めるためのしくみづくりが必要。

１）有償により委託

２）機材の貸与

取り組み例（除草委託）

除草委託

ＮＰＯ法人

自治体（市町村）

河川管理者

自治会等

１）設立定款に示された目的及び事業が
河川行政に関係している法人に限る。
２）アダプトプログラム（ボランティア対応）
を締結した区域に限って委託する。
３）可能な限り、リサイクルを進める。

１）アダプトプログラム（ボランティア対応）を締結した区域に限って委託する。
２）自治体の行政区域全体ではなくても、調整がなされた地区から段階的に
進めていく。
３）飼料や堆肥へのリサイクルを進めるためのしくみづくりが必要。

１）有償により委託

２）機材の貸与

取り組み例（除草委託）

除草委託

ＮＰＯ法人

自治体（市町村）

河川管理者

 
 



４．３ 環境教育及び自然体験活動の支援 

リバースクールＮＰＯ・住民団体 河川管理者・自治体

企画、運
営、実施 １）広報活動支援

２）機材の貸与、提供

３）場所の提供

４）指導者の育成・研修

ボランティア・大学生等 協力、実施支援 教育委員会・ＰＴＡ

連携１）川の危険性と安全対策に関する教育

２）川という自然への理解に関する教育

３）川と人、社会、文化の関わりに関する教育

取り組み例（環境教育）

主催 共催

リバースクールＮＰＯ・住民団体 河川管理者・自治体

企画、運
営、実施 １）広報活動支援

２）機材の貸与、提供

３）場所の提供

４）指導者の育成・研修

ボランティア・大学生等 協力、実施支援 教育委員会・ＰＴＡ

連携１）川の危険性と安全対策に関する教育

２）川という自然への理解に関する教育

３）川と人、社会、文化の関わりに関する教育

取り組み例（環境教育）

主催 共催

 

４．４ 平常時の河川利用の活性化 

地域住民

河川管理者 自治体 （市町村）

包括占用許可
（区域指定）

利用 ・管理

取り組み例（包括占用）

河川利用ルールづくり 地域住民

河川管理者 自治体 （市町村）

包括占用許可
（区域指定）

利用 ・管理

取り組み例（包括占用）

河川利用ルールづくり

 

４．５ 地域参加による河川整備の実施 

グラウンドワーク
（住民参加型工事）

自治会等（地元）

企業等
（青年会議所 など）

ＮＰＯ・住民団体地元大学（土木系）

河川管理者

自治体（市町村）

設計・施工支援 企画支援 ・施工支援

企画・施工・管理アドバイス・機材提供・管理支援

機材援助・施工支援管理支援

遊歩道、緑地広場、環境再生、
休憩施設など簡単な施設整備を
実施する

取り組み例（ｸﾞﾗｳﾝﾄ ﾞﾜｰｸ）

グラウンドワーク
（住民参加型工事）

自治会等（地元）

企業等
（青年会議所 など）

ＮＰＯ・住民団体地元大学（土木系）

河川管理者

自治体（市町村）

設計・施工支援 企画支援 ・施工支援

企画・施工・管理アドバイス・機材提供・管理支援

機材援助・施工支援管理支援

遊歩道、緑地広場、環境再生、
休憩施設など簡単な施設整備を
実施する

取り組み例（ｸﾞﾗｳﾝﾄ ﾞﾜｰｸ）

 

５ 今後の取り組み（実施にあたっての留意点） 

① 住民側の活動の支援。（資金、機材提供・貸与、場の提供、事務作業支援） 

② 持続性の確保。（やりがい、楽しさ、若手人材の確保） 

③ 地域との積極的な交流。（日常的な交流、交流の持続性） 

④ 若手職員の育成。（現場主義、住民と対話できる力を養成） 

６ まとめ 

今後の河川管理の在り方を考えるにあたり、まず地域住民に流域の現状を理解して頂

き、その上で地域のニーズを取り入れながらの河川整備や河川管理を行ってこそ、地域

に根ざした公共事業と言える。住民団体の活動が盛んな今、国土交通省として地域住民

との連携を強化し、出来るだけ地域住民が主導で行えるような環境づくりに努めたい。    

それが、地域住民との信頼関係を築き、継続した運動の展開が出来ると考える。 

このアクションプランは、地域連携のあり方の一部を紹介したに過ぎず、これ以外に

もたくさんの手段があり、このアクションプランに囚われることなく地域特性を活かし

た行動が出来ることを期待する。 



一般国道４号東二番丁通りにおける自転車歩行者分離社会実験について

東北地方整備局 仙台河川国道事務所 交通対策課 齋藤千秋

１、はじめに

本報告は、一般国道４号東二番丁通りにお

いて実施した自転車歩行者分離通行の社会実

験について紹介するものである。

近年、自歩道において増加している自転車

と歩行者の接触事故等を防ぎ、歩行者の安全

確保を図るため、歩道中央部に柵や標識を設

置して歩行者と自転車の通行帯を分離する社

会実験を実施した。

結果、決められた通行帯を守って通行した

割合は高くなり、通行が錯綜する回数が減少

する等、安全・安心な歩行空間の創出が図ら

れた。

２、背景

当該区間は、宮城県仙台市の中心市街地

に位置し、周辺にはＪＲ仙台駅、地下鉄各

駅、学校、病院等の公共施設や大型商業施

設が密集し、歩行者や自転車通行量が非常

に多い路線である。現歩道においても、カ

ラー舗装の色分けや、植樹帯により自転車

歩行者分離を行っていたが、あまり守られ

ておらず、歩行者と自転車の接触事故等の

危険が指摘されていた。

３、分離社会実験について

３．１、分離方法

歩行者・自転車の各通行帯幅員は、現況

交通量（歩行者：10,142人/h12、自転車：

3,900台/h12)を考慮して次のように設定し

たした。

歩行者通行帯･･･４ｍ

自転車通行帯･･･３ｍ

延
長
　
約
８
５
０
ｍ

・通行量調査
・ビデオ撮影
・アンケート調査

・・・調査地点
・・・分離柵の設置
・・・従来の植樹帯による分離

・通行量調査
・ビデオ撮影
・アンケート調査

・通行量調査
・ビデオ撮影

実施箇所と調査内容

柳町通り

五橋通り

電力ビル

三越

晩
翠
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東二番丁小
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五橋中

市立病院
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東北学院
中高

中央郵便局

青葉通り

南町通り

広瀬通り

北目町通り

歩道舗装の色分けによる分離区間の対応

施工前 施工後実験実施中
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東二番丁小学校前

施工前 施工後実験実施中

植栽帯による分離区間の対応
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歩行者 自転車

2.0m

植栽植栽

3.8m 1.2m 4.0m 3.0m

9.0m

歩行者 自転車

分
離
柵

2.0m

植栽

東北学院中高前



通行帯の分離方法としては、通行帯を明確に示す分離柵

を設置し、補助的に標識や路面標示等の視覚的な分離を行

うこととした。また、分離柵は、歩道空間を完全に分離す

るのではなく、歩道利用の利便性に配慮して、コの字形の

柵(ステンレス製)を４～５ｍ程度間隔を空けて配置し、沿

道の利用状況や火災、事故等不測の事態等様々な歩道の使

用形態に対して自由に対応できるよう脱着式の構造とし

。た

○ 物理的分離･･･分離柵（脱着式）

○ 視覚的分離･･･標識

路面表示（白線、自転車マーク）

３．２、実施内容

現地実験は約２ヶ月間分離柵を設置して行い、その間に３回（実験初期、中期、慣習期）の

状況調査を実施した。また、分離柵撤去後においても状況調査を実施した。

○ 社会実験実施期間 ：平成１５年６月１６日～８月１０日（約２ヶ月間）

○ 現 地 調 査 項 目 ： 通行量調査、ビデオ調査、アンケート調査

４、実験結果

４．１、遵守率

４．１．１、分離柵設置時における遵守率

通行量調査結果より、歩行者・自転車がそれぞれの通行区分を守っている割合（以後

「遵守率 ）を求め、分離柵設置の有無による遵守率の違い等について調査した。」

次図は、歩行者・自転車の通行帯別利用割合を示している。

分離柵設置前後を比較すると、分離柵設置後の遵守率は、設置前と比べ著しく向上して

おり、分離柵設置期間中に実施した３回の調査結果とも遵守率は約90％と高い数値を示し

た。特に、自転車の遵守率は、約50％から約90％と大幅に増加している。

遵守率＜H13年（施行前）との比較＞
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次に、各調査地点別の通行帯別利用割合を示す。自転車の遵守率に着目すると、従来の

植樹帯による分離区間である中央郵便局前の遵守率は、分離柵による分離を実施している

他の３カ所より低い数値となっている。これは、植樹帯による分離区間は自転車通行帯の

幅員が２ｍのままで自転車の通行量に対し幅員が狭いためと考えられる。

４．１．２、分離柵撤去後の遵守率

実験終了後（約１ヶ月後）に調査した

ところ、歩行者の遵守率は約90％と高い

数値を示しているが、自転車の遵守率は

約60％と分離柵設置時に比べ、約20％下

がった結果となった。

分離柵撤去後も、分離を示す路面表示

（白線と自転車マーク）は残っている状

態であり、やはり物理的な分離施設がな

いと、分離効果は下がる結果となった。

４．２、錯綜回数

歩行者・自転車が通行する際に、他の歩行者や自転車との衝突を回避する事象を「錯

綜」としてカウントし、分離柵の有無による錯綜回数の変化を分析した。

右図は、通行量と錯綜回数の関係を表

したものである。

分離柵が無い場合、通行量が少なくて

も錯綜回数が多くなっていが、分離柵が

あれば通行量が多くても錯綜回数は少な

くなっている。

同通行量での錯綜回数に着目すると、

分離柵を設置した場合の錯綜回数は、設

置しない場合に比べて約１／３に減少し

ている。
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４．３、アンケート調査結果

現地調査と同時に実施したアンケート

結果によると、約８割の人が「分離柵が

必要である」と回答しており、分離柵に

対する利用者の評価は高くなっている。

しかし 「以前より自転車がスピード、

を出すようになった 「分離をしても守」、

らない人がいる」という意見等、通行区

分のルール違反者への対応を求める意見

も多くみられた。

５、評価と課題

５．１、分離方法

分離柵を設置することにより、通行区分の遵守率が高くなり、分離効果が確認された。また、

錯綜回数が減少し通行の安全性・快適性の向上が確認され、アンケート結果においても「必要

である」という意見が多くを占め、利用者の評価も高い。

しかし、通行しやすくなったことにより自転車のスピードが出るようになる等の問題が浮

上するとともに、通行区分を守らない利用者も多いため、本格実施に向けては、広報や教育、

啓発活動等により利用者のマナー向上を促すことが必要である。

５．２、標識

標識は、通行帯区分を示すために有効な施設であ

り、遵守率の向上のためには、誰もが一目見て通行帯

区分が理解できる表示である必要がある。実験時の標

識についてはアンケート調査で「表示がわかりにく

い」という意見が多く寄せられたため、右のようにデ

ザインの改良を行った。

また、学識経験者からは「景観に配慮したものを」

という指摘があったため、より景観性のある標識デザ

インを検討した。

６、おわりに

今回の実験結果を踏まえて、今年度末(予定)から歩行者・自転車分離を本格実施するこ

ととなっており、本格実施に向けては、記者発表やホームページを活用した情報提供によ

り、利用者への事前周知を行っていく予定である。

今回の歩道整備事業により、歩行者・自転車双方にとってより安全で安心な歩道空間が

創出されることを期待する。

仙台市サイン計画
と統一のあるデザ
インで、より判りや
すく改良

改良案

問：分離のために柵の設置は必要だと思いますか？

評価
・　一般利用者の約８０％は必要、交通困難者（視覚障害者,車いす利用者等）は約
９０％が必要と回答している。
・　必要でない意見として、「分離をしても守らない人がいるから無意味」が多かっ
た。

全体

無回答

1 . 1 %

分からない

1 . 2 %

必要である

76.7%

必要ではない

21.0%

合計　1345

単位：人

交通困難者

無回答

4 . 3 %

必要である

91 . 3 %

必要ではない

4.3%

合計　23

単位：人

交通困難者一般利用者
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三河湾への熱き思い！！

～三河湾シーブルー事業 地域住民へのアンケート結果について～

中部地方整備局 四日市港湾事務所

工務課 片山 芳彦

１、はじめに

三河湾は面積約600km2、平均水深約9mと非常に浅く、東京湾のそれぞれ、1/1.7、1/2で、

奥行きに対して間口が狭いため海水交換の悪い富栄養化した「閉鎖性水域」である。近年、背

後圏から出る生活・産業排水や海底に堆積した汚泥から溶出する栄養塩類（P、Nなど）により

水底質環境が悪化し、赤潮の多発・貧酸素水塊の発生等、漁業をはじめとする海域利用に大

きな影響を与えている。また、過去の埋立等により水質浄化作用のある干潟・浅場が失われた

（三河湾全体の干潟・浅場の約17%）ことが、水質浄化能力の低下のひとつの要因でもある。三

河湾シーブルー事業は、これら三河湾の海域環境を改善するために実施している。

三河湾シーブルー事業は、平成10年

度実施の試験工事を始めに全体事業

費約24億円（直轄事業分）で、中山水

道航路浚渫工事より発生する良質な浚

渫砂を有効活用し、三河湾の各地に干

潟・浅場を造成することで、水底質環境

の改善を目指している。一般海域は直

轄事業とし、港湾区域・漁港区域等は

愛知県の事業と連携して行っている。

平成15年度迄に三河湾全体での造成

面積は、約530haになる。（図－1） ＜図－１＞

また、造成した干潟・浅場では、モニタリング調査（水質・底質・環境生物・鳥類調査等）を行

い、造成した干潟・浅場の水質浄化能力を検討し、造成効果の評価を行っている。

２、報告概要

現在、三河湾シーブルー事業が実施されてから既に6年が経過し、これまでの中山水道航

路の浚渫砂を活用した三河湾における海域環境改善事業について、全体の事業効果が問わ

れる時期になっている。今回そのような背景のもと、これまでに行ってきた先に述べたような自

然科学的な観点からの干潟・浅場の造成効果の検討とは別に、経済的な観点からみた干潟・

浅場の造成効果についての検討を行った。

本報告では、干潟・浅場造成事業に伴う経済的効果を「海域環境の改善事業」に対して負

担しても良いと考える費用を地域住民へのアンケートで計測し、集計することにより「改善価値」

を算出した結果について報告するものである。なお、改善価値の算出にはCVM法を用い、そ

の一連の検討作業の流れを表1に示す。

： Ｈ１５迄直轄施工箇所（一般海域 １２箇所）

： Ｈ１５迄愛知県水産課施工箇所（第一種共同漁業権内 １４箇所）

： Ｈ１５迄愛知県港湾課施工箇所（港湾区域内及び漁港区域 ８箇所）

中山水道航路
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３、アンケートの準備

アンケートを実施するに当たり、適切な評価結果を得るためには、評価対象となるアンケー

ト回答者に三河湾シーブルー事業について説明し、理解してもらう必要がある。そこで、「事業

概要」、「海域環境の改善」、「親水機能の向上」といった三つの方面から具体的な造成効果等

についての整理を行った。また、設問は回答者が各自の意識を適切に表現できるよう配慮し、

支払意志額や消費者余剰に影響を及ぼすと考えられる個人属性についても併せて質問するこ

ととした。

次に、調査の対象となる範囲の設定を行う。通常のCVM法を用いた同様の調査では、生態

系や自然環境の回復・保全に対する背後地域の住民が対象となる。つまり、この観点から考え

た場合、三河湾シーブルー事業では、三河湾沿岸域の市町村が対象となる。しかし、造成した

干潟・浅場がもたらす海域環境の改善効果が波及する範囲について検討した結果、その効果

が比較的広範囲に及ぶことを想定し、受益対象範囲としては三河湾に流れ込む河川（豊川・

矢作川等）の流域の市町村も含め、三河湾に接する3地区（東三河、西三河、知多）に分けて

設定し、参考として名古屋市も調査範囲に設定した。

４、アンケートの実施

４．１、プレアンケート調査（初期値調査）とは

プレアンケート調査は、本アンケート調査がより適切に実施されるように、質問内容や説明文

の内容の理解度、干潟・浅場造成に関わる支払意志額（初期値提示額）を設定する際の情報

を得ることを目的とし、受益範囲を対象に駅前での聞き取り調査により行った。その調査概要は

表2の通りである。

プレアンケート調査は、通行

人に無作為に声をかけ、愛知県

在住の方を対象とし、回答意志

がある方にのみ、説明用紙及び

解答用紙を渡し読んでもらい回

答してもらった。

４．２、プレアンケート調査結果

全回答者数は47名（豊橋駅45名、蒲郡駅2名）であり、概要は表3の通りである。

本
ア
ン
ケ
ー
ト

プレアンケート（初期値調査）
・アンケート内容の妥当性の
確認
・支払金額の提示額検討

＜  表 1　全体調査フロー図  ＞

受
益
範
囲
の
設
定

事
業
内
容
の
整
理

ア
ン
ケ
ー
ト
用
紙
の
作
成

支
払
意
志
額
の
算
出

便
益
評
価

費
用
対
効
果
の
検
討

アンケートの準備 アンケートの実施 結果の分析

計測対象となる
便益

干潟・浅場造成に伴う生物生息機能の回復、それに伴う
水質浄化機能の向上（改善価値）

便益対象者 造成干潟・浅場周辺の地域住民

提示金額
干潟整備のために支払う税金
最低：０円　、最高：１００，０００円以上

実施方法
現地聞き取り調査
　調査時間・場所：１０：００～１４：３０　ＪＲ豊橋駅東口
　　　　　　　　　　 　１５：００～１６：００　ＪＲ蒲郡駅北口

＜ 表2　調査概要（初期値調査） ＞
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回答者の大半を女性が占め

ており、また比較的高齢層が多

く、主婦や無職（退職による）の

方が多かった。支払意志額につ

いては平均値5,346円／世帯、

中央値1,000円／世帯という結

果になった。また、アンケートに

対する理解度は、比較的高いも

のと推測されたため、本アンケー

ト調査でも同様のアンケート用紙を用いて実施することとした。

４．３、本アンケート調査とは

本アンケート調査は、前記で行ったプレアンケート調査の結果をもとに、アンケート用紙を適

時修正し、再度、本アンケート調査を実施し、干潟・浅場造成事業に対する改善価値を推計す

ることを目的としている。その調査概要は表4の通りである。

本アンケート調査は、地元新聞店を使い、受益範囲を対象に直接投げ込みによる方法で行

った。なお、投げ込み総数は全6,000通（うち、便益対象者へ5,000通、参考として名古屋市の

住民へ1,000通）である。便益対象者への5,000通は、各市町村の世帯数の比例配分により発

送数を振り分けた。なお、全ての便益対象となる市町村の意見を広く聞くために、1桁台の投げ

込み数の市町村は10通程度に修正し、発送した。

４．４、本アンケート調査結果

本アンケート調査の最終回答

数は、1,334通（回収率22.2%）で

あった。この値は、通常の同様

のアンケート調査での回収率が

10%前後であることと比較すると、

非常に高い値と言える。なお、

概要及び地区別の回収率は表5

の通りである。

回答者の大半を男性が占めており、また比較的高齢層が多く、会社員・無職（退職による）

や自営業の方が多く、これらで全体の約70%を占めていた。また、調査結果を整理すると次の

ようになる。なお、各項目共に地区による傾向の違いはあまり見られなかった。

○三河湾の環境に関する意識

三河湾内で赤潮等による水質悪化が問題視され、その影響によりアサリ等の生物が減少

性別 男性：　３０％　、女性：　７０％

年齢
２０歳未満（１８歳）～８０歳以上（８４歳）
うち、５０～７９歳の方が全体の約７０％を占めた。

住所 豊橋：４４％　豊川：１５％　蒲郡：１５％　その他（岡崎、小坂井町等）：２６％

世帯構成
（人数）

２人：３３％　３人：２１％　４人：１６％　５人：１４％　１人：９％　７人：　５％　
７人以上：　２％

＜ 表3　プレアンケート調査結果 ＞

職業 主婦：３３％　無職：２８％　会社員：１４％　学生：９％　その他：１６％

世帯構成
（収入のあ
る人数）

２人：４４％　　１人：３２％　　４人：１０％　　３人：　２％　　６人：　２％
その他：１０％

計 測 対 象 と な る 便 益 プ レ ア ン ケ ー ト 調 査 と 同 様

便 益 対 象 者

東 三 河 、 西 三 河 、 知 多 地 区 の 住 民
　 ● 東 三 河 地 区 （豊 橋 市 、 蒲 郡 市 、 渥 美 町 、 作 手 村 等 　 全 ５ 市 ８ 町 ４ 村 ）
　 ● 西 三 河 地 区 （西 尾 市 、 豊 田 市 、 三 好 町 、 下 山 村 等 　 全 ８ 市 ９ 町 ２ 村 ）
　 ● 知 多 地 区 　  （ 大 府 市 、 半 田 市 、 東 浦 町 、 武 豊 町 等 　 全 ５ 市 ５ 町 ）

提 示 金 額 プ レ ア ン ケ ー ト 調 査 と 同 様

＜  表 4 　 調 査 概 要  ＞

実 施 方 法 地 元 新 聞 店 を 使 っ た 投 げ 込 み に よ る 。 （ 回 答 期 限 ： １ ２ 日 間 ）

性別 男性：７２％　女性：２８％

年齢
２０歳未満（１８歳）～８０歳以上（８４歳）
うち、５０～７０歳の方が全体の約６０％を占めた。

住所

＜ 表5　本アンケート調査結果および地区別回収率 ＞

東三河：２５％　西三河：４８％　知多：１４％　名古屋：１３％

会社員：２８％　無職：２３％　自営業：２０％　主婦：１７％　その他：１２％職業

世帯構成
（人数）

２人：２４％　３人：２０％　４人：２２％　５人：１３％　６人：１０％　１人：　５％
７人：　５％　７人以上：　１％

世帯構成
（収入のある人数）

２人：３７％　１人：２７％　３人：２２％　４人：１０％　その他：　４％

地区別回収率 東三河：２４．６％　西三河：２３．８％　知多：１７．８％　名古屋市：１７．９％
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していることに対して多くの方が知っており（全体の約80%）、環境への関心の高さが伺えた。

なお、名古屋市に比べ東三河・西三河・知多地区の方が認知度が高い傾向にあった。また、

三河湾の将来像として、文明社会の便利さを失っても「昔の海岸のイメージ」を望む方が多く

全体の約40%を、「どちらとも言えない」という方が約35%を占めていた。

○事業の認知度

三河湾で干潟・浅場造成事業が行われ、そこで生物が増加していることに対する認知度

は非常に低い結果（全体の約20～30%）であったが、今後も事業継続を望む意見が多数を占

めていた（全体の約85%）。

○支払意志額

各地区共に類似した支払意志額の分布となり、主に0円、1,000円、5,000円、10,000円に

各々ピークが見られ、中でも1,000円が最も多くプレアンケートと同様の結果であった。

５、結果の分析

以上の結果から支払意志額を整理すると表6のようになる。

三河湾シーブルー事業

が始まった平成10年から

平成14年までの5年間の

総事業費約64億円（愛知

県事業費含む）を5年間の

支払意志額約95億円と比

較し、事業効果を評価す

ると、B／Cは約1.5という

評価となる。

６、まとめ

本調査では、費用対効果の算出が比較的難しいといわれている環境事業について、ある程

度の評価値を算出することができ、その評価値も公共事業として比較的良い評価値を確認す

ることができたものと思われる。また、環境の時代と言われる現代の中で、地域住民の方々がこ

のような事業に好意的な印象を持ち、強く指示していることも分かり、調査内で得られた意見は

今後の事業の方向性を決める際の参考になるものと思われる。

今回、市場性のないサービスに関する価値を住民アンケートを活用し、算出するという新し

い評価法を用いて事業効果を求めたことは、今後の国土交通省の事業展開においても参考に

なるものと思われる。今後、より信頼性の高い事業評価を行うために、他の回答方式による検

討やクロス分析等を行うとともに、自然科学的な観点からの評価値を合わせ持った評価を行う

などが考えられる。しかし、これらを実施するに当たり、類似項目をどのように判断し、事業評価

を行っていくべきかが問題である。

最後に、本文を取りまとめるに当たり、御協力を賜りました関係各位並びにアンケートに御協

力下さいました地域住民の方々に感謝の意を表して本報告を終了致します。

地区 東三河地区

支払意志額整理結果お よび世帯数

平均値 （円 ）

知 多地区西三河地区 名古屋市

6,4127 ,1067 ,2658 ,343

世 帯数×平均値 59.2億 円14.6億 円37.0億 円21.4億 円

世帯数 923 ,485204 ,926509 ,794256 ,631

中 央値 （円 ） 2,0001 ,7502 ,0002 ,000

事 業評価金額 （円 ）（１年 ）

合計 （平均値 ） 132 .2億 円73 .0億 円

世帯数×中央値 18.5億 円3.6億 円10.2億 円5.1億 円

合計 （中央値 ） 37 .4億 円18 .9億 円

事業評価金額 （円 ）（５年 ）

合計 （平均値 ） 661 .1億 円365 .0億 円

合計 （中央値 ） 186 .9億 円94 .6億 円

事業評価金額 （円 ）（３０年 ）

合計 （平均値 ） 3,966 .7億 円2,190 .3億 円

合計 （中央値 ） 1,121 .5億 円567 .4億 円

＜  表 6　支 払意志額の整理結果  ＞
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(76.0%)

主要地方道

(3.0%)

一般県道

(2.0%)
市

(19.0%)

直轄国道

 

全国
四国
徳島県
蔵本佐古地区

H11 H12 H13 H14
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6

蔵本・佐古地区道づくりワークショップでの取り組みについて

四国地方整備局 徳島河川国道事務所 交通対策課 尾嶋百合香
お し ま ゆ り か

１．はじめに

近年、公共事業における計画決定プロセスの段階において、ＰＩ（パブリックインボルブメ

ント）手法を積極的に導入することが望まれており、その手法の具体化が各地で模索されて

いる。本事務所では、昨年、管内の「あんしん歩行エリア」の中から蔵本・佐古地区につい

て、ＰＩ手法を導入して交通安全施策の検討を行った。本稿は、そこで用いたＰＩ手法を紹介

するとともに、今回の取り組みに対する地域住民の評価と手法に対する課題を整理するも

のである。

２．対象地区の現況

今回対象とした徳島市蔵本・佐古地区は、徳島駅

等の市の中心部から 程度西の一般国道 号3km 192
沿いに位置し、住商混在する市街地である 。（図－１）

当該地区は県内有数の医療施設が立地するため来

街交通が多い。しかし、地区内道路は幅員４ｍ未満の

箇所も多く、一方通行等の規制が随所に施されている

。また、地区唯一の幹線道路である一般国道（図－２）

号は、平日自動車交通量 台、自転車歩192 52,276
行者交通量 人・台、平日混雑度 （ 道3,712 1.68 H11
路交通センサス）となっており、交通環境の改善が望ま

れている。

地区内の交通事故発生件数は年間100件前後（人

身事故）となっており、平成14年の事故発生件数は平

成11年の1.4倍に増加している 。また、地区内（図－３）

の路線別事故割合を見ると直轄国道（一般国道192

号）での事故が全体の約80%を占めている 。（図－４）

３．経緯

本地区は、県内で７地区指

定されている「あんしん歩行エ

リア」の１つであり、当地区内

の一般国道192号では、電線

共同溝事業の実施が控えて

いたことから、他の地区に先

だち「あんしん歩行エリア」の

取り組みを行うこととした。

図－１ 位置図

図－２ 対象地区

徳島県

駅JR

社会保険センター

（ H11～H14合計 ）

N=352件

図－３ 死傷事故件数の伸び率 図－４ 路線別事故割合
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「あんしん歩行エリア」は生活道路も含めた地域の面的な交通安全対策を検討する必要

があるため、住民参加により、潜在的な危険箇所（ヒヤリ箇所）の抽出や交通規制等も含め

た施策選定を行うことが、有効であると判断した。

４．ＰＩ手法について

検討テーマが、「生活道路の交通安全対策」と地区住民にとって非常に身近でわかりや

すいものであったため、住民参画のための手法として、

・ワークショップ（以下、ＷＳ）：地区内の交通安全施策を総合的に検討。

・ヒヤリアンケート：調査地区内の潜在的な危険箇所把握。

・広報：「ホームページ」及び「記者発表」でＷＳの協議内容を広報。

以上の３つを用いて実施した。

ＷＳは、地区内の自治会長、各行政機関、地区

内公的関係機関により構成され 、関係機（表－１）

関を一同に集め住民からの意見に速やかに回答

することとした。また、道路利用者である住民と事

業者が自由な意見交換を行い相互理解を深める

ため学識経験者を入れずに、直接対話するＷＳと

した 。（写真－１）

なお、ＷＳは事故関係ついて３回、他に本稿で

は触れていないが、一般国道192号の歩道デザイ

ンや街路樹の選定に関する景観について１回、計

４回開催した。

ヒヤリアンケート調査では、当地区は、高齢化が

進展していることから、地区住民の回答のしやすさ

を最優先とし、選択式ではなく自由回答形式を採

用した 。（図－５）

広報は、ＷＳの協議内容を地区内住民に知らせ

るとともに、住民参画による道づくりの取り組みを他

地域の方にも知って頂き、興味を持ってもらうため

にホームページと記者発表により行った 。（図－６）

1)地区内自治会長 １４名

2)行政機関

（道路管理者〔国・県・市〕，公安委員会）

3)地区内公的機関関係者

（ＪＲ，徳島バス，市交通局，

県立中央病院，徳島大学付属病院）

写真－１ ＷＳ実施風景

表－１ ＷＳのメンバー

図－６ 徳島河川国道事務所ＨＰ図－５ ヒヤリアンケート調査用紙
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ＷＳの流れをまとめると のとおりである。図－７

５．交通事故対策の一例

ＷＳでまとまった交通事故対策の一例を に示す。住民や関係機関との話し合いに図－８

より決定された各箇所の対策内容は、横断歩道部等のカラー舗装化、沿道出入り口部や

交差点の明確化等であり、対策可能な箇所は各管理者が連携し２年間以内に完了予定で

ある。

評 価

ＷＳに参加した自治会長および公的関係機関、

行政機関にアンケート形式の聞き取り調査を実施

チラシの配布による報告
決定した安全施策をまとめた
チラシを地区の全世帯に配布

●ヒヤリ箇所についての交通安全対策の決定第３回

ＷＳの開催

（１２月）

具体的な対策メニュー、実施者、実施予定時期を提案

ホームページ

意見交換

記者発表による広報

事例説明
●交通安全対策の例

記者発表による広報

●ヒヤリ箇所についての意見
対象箇所について、住民と行政が意見交換

ホームページ

第２回

ＷＳの開催

（９月）

94箇所のヒヤリ箇所のうち、30箇所を対策の検討対象
●ヒヤリアンケート調査結果の報告

ヒヤリ箇所は地区内で94箇所

ヒヤリアンケート調査の実施

回収242票、回収率58%

方法の説明・依頼

●ヒヤリアンケート調査の説明
ヒヤリ箇所把握のための調査内容、

社会保険センター前

対策イメージ現状

提案内容について概ね了解を頂く

図－７ ＷＳの流れ

ヒヤリ意見 一例 出入口部の明確化
（路地より自転車が飛び出してきてビックリした） （ポストコーンの設置，出入口カラー舗装化等）

記者発表による広報
過去５年間の事故発生地点、内容の説明

ホームページ第１回

ＷＳの開催

（７月）

●顕在化している事故の現状

図－８ 対策事例
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６．ＷＳの評価

今回実施したＷＳに対する評価を把握するため、WS終了後、ヒアリングを主体にしたアン

ケート調査を行った。意見として、

・開催回数、開催時間帯、会議時間、資料・情報提供が十分だった。

・複数の公的関係機関・行政機関が一同に介し、連携したことがよかった。

・以前からあった地域の問題に速やかな解決策を示したことがよかった。

と、高い評価があった一方で、

・自治会長以外に直接的な影響を受ける国道沿の住民も参加すべき。

という、批判もあった。アンケート調査から、住民と公的関係機関、行政機関が一体となり地

区内の道づくりについて考えたことにより、ＷＳの計画内容についてはほぼ満足を頂いたこ

とが確認できた 。（図－９）

また、本ＷＳは人々の興味・関心を引き新聞や自治会の広報に取り上げられ、この手法

が今の時代のニーズにあったもので、住民が公共事業に対して望んでいるスタイルであるこ

とが伺われる 。（図－10，図－11）

７．今後の課題

ＷＳメンバーは、地区住民代表として、地区の現状に精通し、ある程度地区住民を代表し

た意見をもっている自治会長1４人としたため、利害関係者が参加しておらず、男性ばかり

の偏ったメンバー構成となった。利害関係者や女性の視点を盛り込めば、異なる対策案に

なった可能性がある。今後実施される他の「あんしん歩行エリア」のＷＳにおいては、メンバ

ー構成について慎重に検討する必要がある。また、対策を実施した箇所については、フォ

ローアップ調査を行い、期待した効果が発現されているかどうか観察、検証し、十分な効果

が発現されていない場合は、改善を行う必要がある。

さらに、今回のＷＳで得た地元住民との信頼関係を維持するためには、対策案を着実に

実行することが重要である。そのためには、関係機関との調整などが不要な対策案につい

ては、今年度より着手し、概ね２年程度の間で完了させることとしている。

公共事業を住民参画で行う方法は、まだ試行錯誤的で具体的なやり方が確立していな

い状況である。今回、学識経験者などの第３者が間に入らずに、直接住民と話しを進め相

互理解を深めたが、メンバー構成などから公正さについては改善の余地があることが分か

った。ＰＩ手法が何かということよりも、多くの人が公正と感じる過程を構成・遂行することが重

要であると考えている。

図－10 自治会の広報誌

図－９ 計画内容に対する満足度 図－11 徳島新聞
（ N=32人 ）



母親モニタープロジェクト

富山河川国道事務所調査第二課 専門員 弦巻 浩春

１．はじめに

行政にも「対話型行政」や「成果主義の行政マネジメント」が求められ、行政のあり方

も大きな転換期を迎えている。このため、国土交通行政の実態を伝え、認識して頂き、こ

れからの社会資本整備について一緒に考えて行こうとする取り組みとして 『母親』層と、

の意見交換を行うプロジェクト「母親モニタープロジェクト」を平成14年11月よりスター

トさせた。以下に、これまでの経緯と結果を報告する。

２．プロジェクトの背景

現在の公共事業は、国民の価値観・ライフスタイルの多様化、少子高齢化の進展、環境

問題への配慮、地方分権の進展など様々な変化に対応することが求められている。しかし

ながら、多くの公共事業は、社会経済の変化や時代のニーズに十分適応していないなどの

批判も少なくない状況である。公共事業により整備される社会資本の中身が問われる時代

になってきているとともに、真に必要とされる社会資本整備をいかに行うべきかが重要な

課題となっている。

また、近年、住民参加型まちづくりの重要性もますます高まっている。行政においても

。 、住民参加の手法の確立が重要課題となってきている こうした住民との対話の必要性から

行政に関わる職員自身の意識も変えていく必要があると考えたからである。

３ 「母親モニター」プロジェクト．

3.1 『母親』層選定の理由

より多くの人たちに、公共事業に関心を持ってもらい、国土交通行政の理解を求めよう

とイベント(広報活動)を計画した。計画するに当たり、職員から2つの意見が出た。一つ

は、一過性のものではいけないという意見。もう一つは従来の国民との接し方に対する意

見であった。特に後者での最大懸案は、対話である。実際には直接関係者や希望者との対

話は行われているが、その他一般には一方的な情報発信のみという状況である 「住民参。

加型行政」が主流になりつつも、参加を呼びかける、参加を促す手法は未だ行政サイドで

は未確立なものである。

そこでまず、国土交通行政に対し関心が薄い一般の中より 『母親』層を選択した。こ、

れは 『子供』の教育など生活に身近な問題に携わる母親の視点から、見て、聞いて、考、

えてもらい、時代にあった新たな方向性を見出して欲しいと考えたからである。加えてそ

れら活動の意義を子供たちに伝えてもらう目的もあった。

こうした『母親』層という限定した属性を対象としたのは、従来の広く住民と交流しよ

うとする手法では、かえって一部住民の意見しか寄せられず、幅広い意見交換が実現でき

なかったことを考えてのことである。



3.2 プロジェクトの具体化

初期の検討段階では、現場バスツアー(視察)や母と子で参加するバーベキューなどが候

補に上がった。しかし、こうした計画そのものが従来の発想の域に留まるものであった。

このため 計画を実施する前に数十人の母親を対象に聞き取り調査を実施した 結果 興、 。 、「

味がない 「税金の無駄使いをするの」など、計画に対しては否定的な意見が大半を占」、

めた。このような現実の中で、社会資本整備に興味を持ってもらうには、国土交通省の職

員である私たちをもっと良く知ってもらい、お互いに理解を深め、信頼関係を築くことが

重要であると考えた。合わせて継続性や発展性を考慮し 「母親」層に1年間モニターに、

なってもらうという“ 母親モニター」プロジェクト（通称：ハハモニ ”を計画した。「 ）

実施にあたり、様々な工夫をした。母親モニター（以下「ハハモニ」という ）募集時。

における工夫、積極的に参加してもらう工夫、継続的にそして発展させる工夫、問題意識

・関心を高める工夫、本音の意見を引き出す工夫など、時代背景や社会情勢、キーワード

から音楽まで幅広いジャンルにおいて細部にわたり「こだわり」を設けるイベントを企画

。 、 、 。した これは 対象者または依頼者へ より正確にその真意を伝えやすくするためである

3.3 事前の検討

最初に「コミュニケーション」における懸案事項である“信頼関係”の構築からスター

トすべきとの考えから、第1回目のイベントテーマとして『お互いを知る』を計画した。

互いの関心事を知り、そして現実を直視し、互いに理解することから始め、同時に取り組

み姿勢や対応を見てもらい評価してもらうこと、そのためには職員の意識も変えていかね

ばならないこと、それら全て納得していただいたうえで本格的なハハモニ活動への依頼を

すべきと考えた。

新聞広告でのハハモニ募集に１１５名の応募があった。ここで、１１５名全てと職員に

アンケートを実施した。結果、図1のように“国土交通省のイメージは”の問いに、大方

良いと回答した数は、職員で２５％、ハハモニは７１％と大きく差がでた。この結果から

、 、 、 。も 表面的な理解ではなく 真に お互いに理解を深めることが必要であると考えられた

職員が考える国土交通省のイメージ ハハモニが抱く国土交通省のイメージ

図１アンケート結果

非常に悪い(7%)

非常に悪い(0%)

悪い(32%)

悪い(7%)

どちらかといえば悪い

どちらかといえば悪い

非常に良い(2%)
非常に良い(0%)

良い(6%)
良い(10%)

どちらかといえば良い

どちらかといえば良い

(19%)

(36%)

(22%)

(59%)



3.4 「母親モニタープロジェクト （通称「ハハモニ ）の実施」 」

3.4.1 第１回フォーラム

平成14年11月23日「お互いを知る」をテーマに第1回

フォーラムを開催した。会場には応募した中から抽選で

５０名のハハモニたちと、当方は事務所長を含む３名の

みで望んだ。これは、初対面の母親たちの緊張を緩和さ

せるための配慮である。一方、他の職員には「意識改革」

を強要するのでなく、自発的な気づきの機会を設けるこ

とを目的に、屋外イベントで子供たちを歓待するという

役割を任せた。

この第１回フォーラムでは、本音のコミュニケーショ

ンを望む姿勢を国土交通省側から提示し、お互いの関心

事について話合った。

結果、予想以上に国土交通省や社会資本整備に対して

無関心、無知、未浸透が表面化し、さらに、双方関心事

に大きなギャップがあることがわかった。そしてこれら

現実を受け入れ、一般に目を向けることが少なかった反

省および、一般にもわかりやすく、興味・関心を抱かせ

るような広報活動の必要性(工夫)を事務所の共通認識と

することが重要であると考えた。そのような中、屋外イ

ベントで汗をかく職員の姿を見せたことで、コミュニケ

ーションの基礎となる信頼関係の第一歩を築けたものと考えられる。

さらに、プロジェクトのもう一つの目玉となるモニター活動を支えるものとして、ハハ

モニ全員へ、日頃気になる個所を撮影し投稿できるようデジタルカメラを貸与した。撮影

した写真とコメントは、専用のホームページへ投稿することとし、フォーラム以外での接

点の場を設けることで、継続化を図った。これが、募集時における工夫、積極的に参加し

てもらう工夫、継続的にそして発展させる工夫、日常的に問題意識・関心を高める工夫で

ある。

3.4.2 第２回フォーラム

第２回フォーラムは 「己を知る」をテーマに開催した。この間、投稿専用ホームペー、

ジを立ち上げ、メールマガジンを刊行するなど双方向コミュニケーションにむけた活動を

展開した。このテーマの選択は、この活動を「客観的」に捉えなければ、従来と何ら変化

のない表面的な交流にとどまってしまうことが懸念されたからである。

この第２回フォーラムでは、５名のハハモニと１名の職員を１グループとして、テーマ

別に４つのグループを作って議論をかわし、さらにそれを他のハハモニと職員が別室で放

映される映像を見ながら議論を展開した。また子供たちから見た母親というアンケートも

題材とした。これは、日常の自分の視点を変えて他の人の視点から自己をみることを狙っ

第１回フォーラム状況

第１回フォーラム

屋外イベント状況



たものであり 「国土交通省」＝「母親 「国民」＝「子供」という共通点を見出すこと、 」、

で母親・国土交通省職員とも「客観視の必要性」を強く認識させるためである。

このような、さまざまな視点からの議論を実体験することで、日常当たり前と思ってい

、 、 、る業務を もう一度深く考えることになるとともに 多くの視点を持つ重要性を認識でき

「子供の意見」すなわち「国民の声」を感じることで「意識改革」へのきっかけ作りがで

きたと思われる。

3.4.3 第３回フォーラム

第３回フォーラムは、平成15年７月26日に「考える・協力する」をテーマに開催した。

年度が変わり、職員も異動により変わったことから、新メンバーの紹介や再説明を加えた

内容であった。このため「内容等が逆戻りしている」との指摘や、事務所の取り組み姿勢

に対する意見もあった。

3.4.4 第４回フォーラム

第４回フォーラムは平成15年11月29日に１年間の母親モニターの総括として「この１年

間ふりかえって」をテーマに開催した１年間の活動に対する総まとめと今後の活動に対す

意見交換を行った。この間も、ハハモニからの投稿、疑問への回答、メールマガジンの発

行などを通して、双方向のコミュニケーションの維持に努めた。

４．まとめ

双方向コミュニケーションの一つとして実施した、デジタルカメラを貸与して自由に投

稿するという手法は、平成16年４月までに１９７件の投稿があった。その中には、行政の

見落としていた課題もあり、投稿によって早期に整備改善された事例もある。当然批判も

多くある。これらの批判の中には、情緒的なものや、誤解・事実誤認に基づくものもある

が、誤解と思われるものについてはその説明に努めるとともに、批判は批判として真摯に

受け止める必要がある。今後は、行政全体が一体となり、問題に対応する体制作りが必要

であると考えられる。また、第３回フォーラムでは、新しい職員が対応するという事にな

ったことから、今回のフォーラムに参加した職員の一部は、従来の経緯を理解せずに参加

しているのではないか等の厳しい指摘を受けた。ハハモニにとっては「人」が変わると、

、 、組織としての国土交通省の姿勢が変わると感じられ 信頼関係を壊しかねないものであり

信頼関係を維持していく難しさが上げられる。

５．あとがき

「母親層とのコミュニケーション」というコミュニケーション型行政を試行錯誤したプ

ロジェクトであるが、成果と同時に課題も残った。実行したからこそ、課題が浮かんでき

たのであり 「住民参加型行政」進めていく上での良い機会であったと思う。職員自身の、

「意識改革」には、新しい視点を持つことが大切であることから、今後はさまざまな属性

「 」 。との 双方向のコミュニケーション を実施していくことも必要ではないかと考えられる



地域と密着した自然環境とのふれあいの場の創出を目指して

～己斐地区環境整備事業を事例として～

太田川河川事務所 小田 真也

【目的 ：】

太田川放水路は洪水調節機能を目的とした河川で、

当初、親水機能を兼ね備えた整備箇所が少なかったた

め、市民の方々の利用が少ない状態であった。しかし

ながら高水敷機能も兼ねた緊急用河川敷道路の整備が

行われて以後、周辺住民の散歩道やサイクリングなど

に利用され、河川空間としての利用頻度が高くなり、

地元住民等の河川環境整備に対する意識が高まってき

た。

そこで、特定種であるフクド、ハマサジ群落などの

塩生湿地植物群落が発達し、シギ、チドリ類などの水

、 、辺の鳥類ほか 豊富な底生生物群集が生息・生育する

豊かな自然環境を持つ太田川放水路の干潟を保全する

ため、地元住民が主体となった「太田川のかわづくり

を楽しむ会」との連携で「川から離れてしまった人々

をもう一度太田川に近づけ、川と親しみ、川に学べる 図－１ 整備箇所図

ような環境を作る」をテーマとして太田川放水路己斐地区の環境整備計画について整備方

針の検討を協働で行った。

【本文】

１．太田川放水路の概要

広島市中心部は三角州に発達

した都市で、以前は小さな川が

いくつも流れており、洪水時に

は、市内派川が氾濫し多くの人

的被害を受けてきた。そこで広

島市中心部を洪水被害から守る

ため、昭和 年に用地測量に着7

手して以来、太平洋戦争による

中断を挟みながら、 年に及36

ぶ期間を経て昭和 年、約 写真－１ 塩生植物生息状況42 9km

の太田川放水路を完成させた。

太田川放水路の植生状況は、ススキ・チガヤ群落・シナダレスズメガヤ群落・シバ群落

・ハルガヤ群落・コメツブツメクサ群落を中心に広がっており、ヨシ群や特定種であるフ

クドやハマサジといった塩生植物群も確認されている。

環境整備実施個所環境整備実施個所



２ 「太田川のかわづくりを楽しむ会」との連携．

「太田川のかわづくりを 表－１ 地元協議後の整備理念

楽しむ会」とのワーキン

グは、平成１３年８月か

ら平成１４年３月まで８

回実施した。ワーキング

の中で注意したことは、

１．従来の河川管理者が

全面的に協力・サポート

する方式にしないこと、

２．一般の方に整備内容

のイメージを正確に掴ん

でいただくために、ワー

キングにおいては、図を

多く用いる事や口だけの

説明ではなくわかりやす

い資料づくりに注意をはらった。

これらのワーキングの中

で「太田川のかわづくり

を楽しむ会」から、太田

川で実現したいと思うこ

との提案がなされ 「よ、

り豊かな河川環境のため

に実現したいこと と 川」 「

に近づくために実現した

いこと」の２つのテーマ

に大きく区分される多く

の整備項目（整備要望）

が提案された。例えば、

利用を目的とした井戸、

ステージ、トイレ、せせ

らぎ水路等の設置や使いや 写真－２ 地元説明状況

すさを目的とした電気水道、多目的広場、駐車場、進入路等の設置などである。提案につ

いては、河川管理者側で許容できる事項とそうでない事項を区分して、許容できないもの

についてはその理由を説明し、また実現可能な事項について、それを行う機関（河川管理

者、広島市、地元団体）の区分についても説明を行ない整備項目の了承を得て、概ねの整

備項目が固まった。

 

◎市民が参加できる川づくりの実現   計画～実施～管理 

従来の行政主導型のハード整備に留まることなく、市民も計画に参画すること

で、市民にとっても利用しやすい環境を実現する。また、市民による「自己責任」

の精神を持った管理を推進する。 

 

◎泳げる川にしよう！！ 

川に近づける環境を整備し、啓発を続けることで河川環境、水環境を改善し、

将来泳げる川を取り戻したいと願い、テーマを掲げています。 

 

◎己斐地区活性化に寄与する川づくり！！ 

市民の利用しやすいスペースを創造する。 

日常・イベント利用により、己斐地区の活性化に寄与する川づくり・利用を推

進する。 

 

◎人に優しい、生物に優しい環境川づくり！！ 

もっと身近に使える・近づける川にしよう！ 

見て楽しい、利用して楽しい川にしよう！ 

 



３．環境整備計画作成時の地元連携

環境整備計画の作成にあたっては、完成後の地元による維持管理を念頭に置いて、前

記の「太田川のかわづくりを楽しむ会」を母体に、地元己斐地区の小・中学校、ＰＴＡ、

子ども会育成協議会、社会福祉協議会等をメンバーに加え設立された「こいっ子ふれあい

の水辺推進協議会」とワーキングを行い、ゾーニング計画等の策定を行った。

整備計画は、２．で述べたように実現可能なものをできるだけ取り入れ、図－２に示す

１）自然利用ゾーン、２）多目的広場ゾーン、３）親水利用ゾーン、４）干潟環境創出ゾ

ーンの４つのゾーニングを決定した。

図－２ 整備計画（案 （ゾーニング計画））

河川管理者側で整理した整備計画を基に再度「こいっ子ふれあいの水辺推進協議会」と協

議を行い最終的な整備計画原案を作成した。推進協議会も河川管理者との協議の場だけで

なく、自主的に内部の集会を行い、整備計画案の検討を行った。この整備計画作成時は、

将来的な維持管理について、地元住民が主体となる川のアドプト制度の説明を河川管理者

から行い、地元による維持管理の方向性が決まった。

４．整備計画の内容及び期待される効果

・植生群落、干潟環境の保全植生群落の多い箇所は緊急用河川敷道路の整備だけを行い、

道路整備による影響を最小限に押さえた。

また、従来より生息している塩生植物について、干潟環境のミティゲーションを図る「創

出ゾーン」を設置した。現在はまだ塩生植物の数は少ないが、その再生を図る箇所として

保全を行っていく。

・水辺へのアプローチ

容易に水際に近づき自然と触れあえるように、また、カヌー等の発着場、緊急時の船着き

場としての利用を考えて階段護岸を設置する。これにより、親水性の向上、水面利用の促

進が図れる。また 「じゃぶじゃぶ池」を設けて、子供たちがより安全に水と触れあえる、



ように水遊び等のレクレーションの場として整備を行っていく。

・防災機能としての整備

広島市内は人口が集中しており、今回約１０，０００ の高水敷整備を行ったことにm2

より、地震等の災害発生時には一時避難場所としての利用が可能である。また、緊急用河

川敷道路が整備されていることから、河川と階段を利用した河川舟運等による緊急用物資

の陸揚げ、運搬が可能な箇所となる。

・地元による維持管理（アドプト制度の活用）

本整備に当たっては、当初より地元の整備内容への希望等、地元の整備に期待する熱意

は非常に高い。また、地元による今後の維持管理についても、非常に積極的であり、地元

による維持管理を模索している。この場合、アドプト制度の適用が理想的である。

・総合学習、環境学習への利用

じゃぶじゃぶ池を中心とした

子供たちへの水とのふれあいの

場を設けたことにより、今まで

以上に安全に子供たちが水辺で

遊べる環境となった。また、工

事範囲内に自生する塩生植物を

保全の場、すなわちミティゲー

ションの場を創出し、地元己斐

中学校の総合学習の一環として

塩生植物の移植作業が行われた。 写真－３ 己斐中学校による塩生植物の移植

今後も総合学習、環境学習の場と

して積極的に利用されることや

地元の子供たちのいつでも水に触れ

あえる憩いの場として利用が予想さ

れる。

・地元イベント、地元交流の場への

活用

本環境整備は８月末に概成し、９

月上旬には地元の己斐地区を中心と

してオープニングイベントが開催さ

れた。このように今後も夏祭りや地

元の交流イベントの場、地元交流の

場としても活発に利用される予定である。 写真－４ じゃぶじゃぶ池利用状況

５．今後の予定 今後の維持管理について、地元住民は意欲的な姿勢を見せており、範

囲やメンテナンス方法等具体的な手法についてアドプト制度を用いることで地元に示し調

整中である。地元の意見を取り入れながら、整備を実施した経緯もあることから今後のイ

ベント利用や維持管理については、地元団体を中心に運営していく予定である。



フランスの道路計画プロセス 市民参加手続、
話し合い、委員
会などの取組み

国家公聴委員会(１．５億ユーロ以上)

民意調査(I’Enquete publique)

(発議・告知)
民意調査委員任命・民意調査開催告示

(意見収集・討議)
公聴会・パネル展示会・市民からの意見
受付など

(推奨案提案)
民意調査委員会報告(知事へ提出)

報告書の公開

予備調査段階

事業概要書類提出

事前調査段階

la Commission nationale du debat public（CNDP)

関係自治体・団体との協議

事業主体による公益宣言案の
国務院への提出

国務院答申

詳細調査段階

用地取得

建設

全国道路基本計画
(SDRN)

概略

計画

(1/25,000～
1/50,000)

詳細

計画
(1/10,000～
1/2,500)

事業化

１．５億ユーロ以上
CNDPによる公開討論開催の判断

公開討論資料の作成

公開討論の実施（４ヶ月以内、場合により２ヶ月の延長可）

事業進行の決定・公表

２ヶ月以内

CNDP委員長による公開討論総合報告書の作成、公表

３ヶ月以内

CNDPによる書類受付

開催決定

上位
計画

良
好
な
情
報
提
供
の
監
視
・住
民
と
の
協
議
に
関
す
る
助
言

公益宣言(DUP)

（公開討論公開討論公開討論公開討論をををを行行行行うううう大規模事業大規模事業大規模事業大規模事業ののののケースケースケースケース，2004年２月時点）

事前調査
(300ｍ計画帯レベル）

構
想
段
階

計
画
段
階

フランスの道路計画プロセス 市民参加手続、
話し合い、委員
会などの取組み

国家公聴委員会(１．５億ユーロ以上)

民意調査(I’Enquete publique)

(発議・告知)
民意調査委員任命・民意調査開催告示

(意見収集・討議)
公聴会・パネル展示会・市民からの意見
受付など

(推奨案提案)
民意調査委員会報告(知事へ提出)

報告書の公開

予備調査段階

事業概要書類提出

事前調査段階

la Commission nationale du debat public（CNDP)

関係自治体・団体との協議

事業主体による公益宣言案の
国務院への提出

国務院答申

詳細調査段階

用地取得

建設

全国道路基本計画
(SDRN)

概略

計画

(1/25,000～
1/50,000)

詳細

計画
(1/10,000～
1/2,500)

事業化

１．５億ユーロ以上
CNDPによる公開討論開催の判断

公開討論資料の作成

公開討論の実施（４ヶ月以内、場合により２ヶ月の延長可）

事業進行の決定・公表

２ヶ月以内

CNDP委員長による公開討論総合報告書の作成、公表

３ヶ月以内

CNDPによる書類受付

開催決定

上位
計画

良
好
な
情
報
提
供
の
監
視
・住
民
と
の
協
議
に
関
す
る
助
言

公益宣言(DUP)

（公開討論公開討論公開討論公開討論をををを行行行行うううう大規模事業大規模事業大規模事業大規模事業ののののケースケースケースケース，2004年２月時点）

事前調査
(300ｍ計画帯レベル）

構
想
段
階

計
画
段
階

フランスとの比較に見る日本式合意形成手法の提案に向けた基礎的検討 
 

国土技術政策総合研究所 総合技術政策研究センター   

建設マネジメント技術研究室 主任研究官 三浦 良平   

 

１．はじめに 

社会資本整備における市民参加の取り組みが我が国でも積極的に行われるようになっ

てきた。日本より先行して市民参加制度を整備してきた諸外国の制度や運用状況とその課

題を調査・検証することは、今後の我が国の制度や運用面の充実に向けて、有用な示唆を

与える。 

本研究では、我が国よりいち早く市民参加を制度化し、社会制度が比較的日本と似てい

ると言われるフランスを検討対象とする。ただし、海外の制度を参考にするにあたっては、

社会背景や歴史的経緯、またそれらによって形成されてきた国民意識等の類似点や相違点

を明らかにしたうえで、日本にあった方法を構築していくことが重要となる。以上のよう

な問題認識のもと、本研究ではフランスの市民参加の最新動向の分析と日仏比較を行うこ

とを目的としている。 

 

２．フランスの合意形成システム 

２．１ 法的枠組みと歴史的経緯 

 フランスの社会資本整備における市

民参加の手続きとしては古く（19 世紀

前半）から民意調査（Enquête Public）

が行われていた。民意調査とは、日本

の都市計画決定に相当する公益宣言の

事前手続きとして土地収用法によって

定められている手続きであったが、

人々の生活環境整備や環境保護の関心

の高まりを受け、1983 年 7 月 12 日付

法律（ブシャルドー法）により、環境

に影響を与える事業一般について、民

意調査の手続きを義務づけられた。こ

れにより民意調査の対象範囲は飛躍的

に拡大した。民意調査における市民参

加の手続きは、日本の公告、縦覧の手

続きに似ているが、第三者機関である

民意調査委員会が計画内容を市民に周

知し、集められた市民の意見を報告書にとりまとめるとともに事業実施の賛否に関する意

見を表明することが定められている。 

図－１ フランスの市民参加プロセス 



1985 年の都市計画法 L300-2 条によって、計画当初の段階から住民をはじめとする関係

者との協議（コンセルタシオン）が規定されたが、同法の規定は対象範囲が都市計画の策

定や都市部の個別事業に限られているため、都市間を結ぶ広域交通施設などは対象外とな

ることや、対象事業であっても「協議を行う」という漠然とした内容にとどまっていたた

め、ごく簡単な手続きで済まされることもしばしばだった。 

1990 年代に入ると、リヨン－マルセイユ間の TGV（高速鉄道）建設に際し、大規模な

反対運動が起きた。原因を究明する中で手続き上の問題が明らかになってきた。民意調査

は市民参加の制度として重要な役割を果たしていたものの、公益宣言の直前の段階では、

ある程度計画が固まってしまっているため、市民の意見によって、計画が見直されたり、

場合によっては中止されたりすることが難しいという批判が出されていた。 

 そこで、時の設備交通住宅省大臣ジャン・ルイ・ビアンコによって大規模事業の構想段

階における公開討論に関する通達（ビアンコ通達）が出された。事業の公開討論の仕組み

は、その後 1995 年のバルニエ法、2002 年の地域民主主義法を経て改善が進められてきた。

構想段階の公開討論は第三者的な独立行政法人である公開討論全国委員会（CNDP）によ

って組織、運営される。CNDP は公開討論の進め方を決めたり、適切に進行するように監

視するが、事業そのものについての見解は述べないという特徴を持つ。ただし、公開討論

の開催は一定規模（1.5 億ユーロ）以上の大規模事業であり、討論の開催が必要と判断さ

れたものに限られる。よって、民意調査がフランス全土で１年間に約１万５千件実施され

ているのに対して、公開討論は年間数件程度とごくわずかである。 

 

２．２ 運用状況 

CNDPによる公開討論はこれまでに 15 件程度実施されているという。ガロンヌ川のシャ

ルラスダム事業では 2003 年 9 月から 12 月にかけて計 10 回の公開討論が実施され、延べ

4,000 人の住民等の関係者が参加した。公開討論の形式は討論というよりむしろ公聴会に

近いイメージで各参加者が意見を出し合うことが中心となっている。討論において合意や

なんらかの結論を求めることはなく、報告書では出された意見がまとめられる。シャルラ

スダムの公開討論では CNDPが司会を行い、事業者側と反対者側双方の選んだ専門家も参

加した。メリットとしては事業の目的や内容の理解促進が大きく、討論によって誤った認

識を正すことができたという。デメリットとしては反対者の発言時間が長く、その他の人々

の意見が十分に聞けなかったことが指摘されている。 

 なお、法律で定められた公式の市民参加手続きの他にも任意の取り組みが数多く実施さ

れている。例えば、リヨン広域都市共同体注１）では、「協議の参画憲章」をつくり、そのパ

イロット的な事業としてローヌ川の河岸整備事業を市民参加型で進めている。当該プロセ

スでは市民、地元議員、行政関連部門の担当者、設計者等が協働で計画づくりに取り組ん

でおり、そこには協議を円滑に進めるためのコーディネーターも入っている。また、ロー

ヌ河岸に接岸している船を利用し、計画案の展示や説明を聞くことができるオープンハウ

スも開設された。 

 



２．３ フランスの市民参加・意思決定の特徴 

 フランスの市民参加制度は以下のような特徴を持つ。 

・構想段階からの市民参加を法律で規定。ただし、市民参加の具体的方法については限

定せず柔軟に運用。なお、法で定められた手続き以外にも市民参加は行われており、

事業の特性に合わせて目的・方法も多様。 

・第三者的立場の委員が市民参加プロセスを管理・運営 

・法定の公開討論は原則４ヶ月など、市民参加の各プロセスには期間制限がついている。 

・徹底した情報公開・・・民意調査に関しては、ブシャルドー法の適用デクレ（通達）

によって、周知すべき項目や周知期間を規定。また CNDPは構想段階から事業主体が

市民に対して必要な情報提供がなされているかを監視。 

また、運用面では、関係者が計画に関する全容を理解することとそれに対して各人が賛

否や代替的方法に関する意見を述べることに注力されており、合理的と判断される意見は

反映するものの必ずしも参加者の合意を形成することは目的としていないことが大きな特

徴である。 

また、意思決定の方法には以下のような特徴がある。 

・事業に関する決定は意思決定者である事業主体が責任を持って行う。ただし、事業主

体にとってあまり重要ではないことは市民との協働により決定する事例もある。 

・国が実施する大規模事業の場合は事業主体が公益宣言の政令案を民意調査後に国務院

（Conseil d’Etat）注２）に提出。国務院の同意後に公益宣言が発令。地方が実施する事

業の場合は国務院に代わって行政裁判所となる。 

・公益宣言発令後は強制収用も可能となる。 

・公益宣言という行政行為は広く国民に認知されており、公益宣言がなされれば、住民

も事業の推進に協力的になり、用地買収にも比較的容易に応じるという。 

 

２．４ フランスの市民参加制度を成立させる社会環境 

フランスの市民参加の一つの大きな特徴は、積極的に意見を出し合うが、話し合いの場

で一定のコンセンサスを得ることはほとんどないということであろう。これには国民性と

制度的な背景があると考えられる。国民性について言えば、フランスは「フランス人とい

う人種はいない」と言われる多民族国家である。そのため個人主義の傾向が強く、お互い

の意見の違いを尊重する土壌があると言われる。このような風土では集団の話し合いにお

いてコンセンサスに至ることは困難であり、最終的な決定については意思決定権者にゆだ

ねられるのである。ただし、意思決定権者が意思決定を行うに際しては、決定が妥当であ

るという証明と決定に至るプロセスが公正であることが前提となる。社会資本整備の妥当

性とはフランスでは公益性があるかどうかであり、行政の意思決定に関する公益性の有無

は国務院あるいは地方の行政裁判所がチェックすることになっている。行政裁判を専門に

取り扱う機関があることがフランスの一つの制度上の特徴である。さらに、日本の市町村

に該当するコミューンが約 3 万 6 千もあり、その議会議員も無報酬で多数いる上、議会の

議長がコミューンの首長（メール）に就くなど、市民と議会、議会と行政が日本よりも親



密な関係となっており、信頼性も高い。県レベルでも同様なことが言える。このことも制

度がもたらしたフランスの特徴と言える。そのような関係にあっても、市民参加のプロセ

スについては中立的な委員会を組織して行い、情報提供についても徹底しているなどプロ

セスの透明性、公正性の確保には特に気を使っている。 

 

３．日本式の構築に向けて 

 フランスの市民参加の制度とその背景を概観したところで、日本の社会背景や国民性を

踏まえ、日本の市民参加と合意形成の方向性を考えてみたい。なお、事業特性によってそ

の方法は大きく異なるため、ここでは特に広域的、公益的な視点が必要な大規模事業につ

いて検討してみたい。 

表－１ 合意形成に関する日仏比較（注目すべきポイント） 

 フランス 日本 
国民性 多民族国家を背景とした個人主義 

意見が違うことを尊重 
和の尊重 
周囲の目を気にする 
他人と違うことへの不安感 

決定プロセスの認知度 高い 低い 
意思決定の外部チェック 国務院による公益性の審査 特になし 
決定内容への意見反映 意見の反映は意思決定者にゆだね

られる 
意見がどの程度反映されているかに関心
が高く、結果に反映されていないと強い不
満と不信感を抱く 

市民参加の目的と方向性 市民に事業に関する情報を周知す
ることとそれに対する意見を出し
あうこと 

決定プロセスについて認識を共有すると
ともに関係者が意見交換を通じ計画に関
する共通認識を作ること 

合意形成と意思決定 市民参加プロセスでは合意形成が
意識されておらず、意思決定権者の
意思決定は分離されている 

市民参加プロセスにおいて合意形成が図
られることが多く、合意形成と意思決定が
容易に切り離せない 

表－１に示したように似ていると言われている両国でも大きな違いが見られる。日本に

おいても近年、市民参加の必要性が認識され、各地で取り組まれるようになってきた。制

度面でも河川法の改正や構想段階からの市民参加を推進するガイドラインを出すなど、変

革を進めている。しかし方法論に関しては日本の制度、国民性にあった日本式を模索して

いくことが必要である。例えばフランスのように市民の意見を聞きっぱなしでは、国民性

や意思決定の制度が異なるため日本では市民に不満が残り、市民参加の手続きも逆効果に

なりかねない。日本では十分なコミュニケーションを通じて認識を共有しつつ、最終的に

は意見の相違が残るかもしれないが納得が得られるような方法が必要と考えられる。 

本論文では、フランスとの比較により日本に合った市民参加と合意形成の方向性を浮き

彫りにした。これをさらに深度化、すなわち合意形成に費やす時間、費用とのバランスを

とりつつ意思決定までのプロセスならびに結果の満足度を高められる方法を構築するため

には、事業特性という観点とともに、歴史や慣習、生活条件の違いといった地域特性にも

着目して実践事例を蓄積・分析し、その結果を実践の場へフィードバックしていく仕組み

の構築が必要と考える。 
 
注１） 大小 55のコミューン（市町村）からなる広域自治体で、地域面積 5万 haでローヌ県の 15％、

人口 120 万人でローヌ県の 75％をカバーする。 
注２） 行政裁判所の最高審と法令の諮問機関を兼ねる。政府提出の法案も閣議採択の前に国務院

に諮問することが憲法で規定されている。 


